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スーパーサイエンスハイスクール実施希望調書（令和５年度指定） 
 
１ 実施希望種 （該当するものに☑） 

□ 開発型 新規５年間【新規】 

□ 開発型 新規５年間【継続新規】 

☑ 実践型 新規５年間【継続新規】（□Ⅱ期目 □Ⅲ期目 ☑Ⅳ期目） 

□ 先導的改革型 新規３年間【継続新規】 

□ 認定枠 新規５年間【継続新規】 

□ 科学技術人材育成重点枠 
区分： 
期間： 
金額： 

□ 経過措置１年間 
□ 経過措置２年間 

２ 学校の現状  
（１）学校の課題 

 玉川学園は「全人教育」を教育理念として、幼稚園から大学までを一つと捉えた「Ｋ-16

一貫教育」を行っている。これまで、国際バカロレア教育(以下 IB 教育)を参考にした創造

力と批判的思考力の育成(第Ⅰ～Ⅱ期)、自己効力感を向上させることによる主体性を涵養

する教育手法の開発(第Ⅲ期)により、学内外の研究者や企業・地域との連携が広がり、各

生徒が研究内容を深め主体的に取り組むことができる体制が構築された。一方で、カリキ

ュラム開発や課題研究の指導と評価の一体化、協働的な学びの更なる改善が必要と考える。

また、科学技術人材の育成にあたっては、創造力と批判的思考力の向上を目指し、主体性

を育成する手法を定量的なデータをもって開発することができた。しかし、社会との共創

を実現するためには主体性や批判的思考力だけでなく、深い知識と広い知識をあわせもち、

複数の答えを探究していく知の統合ができる人材の育成をより推進する必要がある。 

（２）理数系教育に関する教育課程等の特色 

学校設定科目として「理系現代文」(第Ⅰ～Ⅲ期開発)、「物理演習」・「生物演習」・

「化学演習」（第Ⅰ～Ⅲ期開発）、などを教育課程内に位置付けて取り組みを行ってきた。

また、数学の授業時間内に実施している「データサイエンス」(第Ⅲ期開発)、探究活動の

時間にあたる「自由研究(総合的な探究の時間)」(第Ⅰ～Ⅲ期開発)、自由研究の基礎講座

として設定されている「学びの技(総合的な学習の時間)」(第Ⅱ～Ⅲ期)を実施している。 

【理系現代文】高校 3 年生理系生徒対象、2 単位、理科・国語科担当 

 国語と理科の教科連携において、文章や時事問題の読解を土台に、批判的思考力・言語

表現力を鍛える授業展開を行っている。理系に進む生徒に特化した内容として設定してお

り、理系の評論教材の読解だけにとどまらず、理系で必須となるプレゼンテーション、論

文執筆に役立つ小論文執筆を通して、理系に特化した批判的思考力を身に着けさせること

ができる。成果としては履修生徒の 65％が小論文などを利用して理系大学へ進学した。 

【物理演習・生物演習・化学演習】高校 3年生理系生徒対象、2単位、理科担当 
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 第Ⅱ期指定以降、構成主義による授業改善を行っており、教員と生徒の双方向的授業展

開から生徒自身の既存知識と学習した知識を関連させて新しい知識を組み立てさせ、自分

の内面がどのように変化したか意識させることで、メタ認知能力と自己効力感を獲得させ

ている。科学の研究活動には創造力や批判的思考力とともに、土台として主体性の力が不

可欠であり、どのような課題に対しても自己効力感をもって取り組めるように授業を展開

する必要がある。SSH 第Ⅲ期では「問題演習の答えを再解釈させる取り組み」、「具体化

する実験」、「内発的な取り組み」を「最先端科学に目を向け、科学的良心と畏敬の念を

持たせること」と共に実施している。 

【データサイエンス】中学 2 年生対象、年間 28 時間、数学科担当 

 数学の授業を通じて、それぞれの学齢に応じた、統計に関する基本的な概念や原理・法

則の理解をさせる。また、統計的に分析するための知識や技能を身につけ、日常生活や社

会生活、学習の場面において問題を発見し、必要なデータを集めて表やグラフに表し、統

計量を求めることで、現状把握し、2 つ以上の集団の分布傾向を比較するなど、問題解決

や意思決定につなげることができるようにする。データの収集方法や統計的な分析結果な

どを合理的に判断し、統計的な表現を用いて説明する力、また、それらの分析結果などを

多面的に吟味したりする批判的な考察ができるようにする。そして、これらの学びの中か

ら、不確定な事象の考察や問題解決に主体的に統計を活用しようとする態度、データに基

づいて予測や推測をし、判断しようとする態度の育成を図る。 

【自由研究】高校 1～3年、全学年毎週金曜日 7～8 限目、合計 5 単位、全教科担当 

 総合的な探究の時間として高校 1 年生から 3年生前期までを対象とした 2年半のプログ

ラムである。毎週同じ時間帯に全学年の生徒が活動することによって、異学年が常に交流

している状況となっている点が特徴である。全教科・全学年の教員が自身の専門分野の指

導にあたり、生徒一人ひとりの興味関心に基づく研究活動を行う。5 つのカテゴリー（人

文科学、社会科学、健康・生活、芸術、理工）のうち生徒はいずれかに属し、その中で自

分の研究テーマの個別指導を受ける。更に中間発表として、トピック別の小さな集団やカ

テゴリー別でのスライドによる口頭発表を行い、最終的に A4 用紙 10 枚以上の論文にまと

める。実験やフィールドワークなど自らの手でつかんだ第一次資料を用いて結論の根拠の

裏付けとする指導を展開している。実施した「主体性アンケート」と「OUTCOME シート」

の分析により、バンデューラの理論に基づく因果モデルを構築することができた。 

【学びの技】中学 3年、2単位、国語科・数学科・英語科・理科・社会科・情報科担当 

 自由研究（総合的な探究の時間）の基礎講座と位置付けている。1 年を通して、テーマ

設定、リサーチ、情報の整理と考察、プレゼンテーション、論文等の仕方について学ばせ

ている。テーマは自分の興味関心に応じて自分で設定させ、その後の展開も主体的に取り

組むよう活動を促している。「学びの技を履修した生徒」と、「他校からの受験により学

びの技を履修せずに入学した生徒」を自由研究において「主体性アンケート」「OUTCOME

シート」にて評価し比較したところ、アンケート結果に有意な差が認められたことから主

体性育成に非常に効果的であることがわかった。 

（３）科学技術人材の育成に向けた取組 

創造力と批判的思考力を伸ばし、主体性を涵養す

ることによって、大学へ進学し社会に出ても活躍で

きる科学技術人材の育成を目指してきた。第Ⅰ～Ⅱ

期ではＩＢを参考にして国際性を意識することによ

り、海外大学への進学を視野に入れる生徒が多くな

った。また、主体性を育成したことによって、課題

研究においては科学技術・理数系コンテストへの応募数が増加した。さらに、全国規模の
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入賞者の内訳(2021 年度)をみると、サイエンスクラブ以外の生徒が 6割を越えている。 

３ 学校のこれまでの取組実績等  
（１）大学や研究所等関係機関との連携状況 

大学との連携は、東京理科大学副学長 秋山仁先生を招いての数学体験教室の実施・数

学体験バーチャルツアー参加、玉川大学脳科学研究所 中高生脳科学教室参加、玉川大学

農学部教授を招き、「生物」において授業連携を実施、信州大学助教を招き「SSH リサー

チ（生物）」において授業連携を実施、慶応義塾大学理工学部専任講師から「課外活動（サ

イエンスクラブ）」において研究指導、北里大学客員教授から「SSH リサーチ（サンゴ）」

において毎週課題研究指導などが挙げられる。東京理科大学の秋山仁先生をお招きした数

学体験教室では、株式会社 steAm の中島さち子氏にも参加・指導していただき、数学の面

白さを体験するプログラムを企画することができた。また、理科においては引き続き同じ

キャンパス内の玉川大学の先生方や、グローバルサイエンスキャンパスの企画を通してご

指導いただくなどしている。大学の先生方は本校生徒の課題研究の内容に関心を持ってい

ただく場合が多く、大学での研究並みの指導をいただく場面も見られた。このような経験

から、生徒は大学での学びに対する意識が変化し、研究室で大学を志望するなど、将来を

見据えた進路選択を行う様子が見られた。また、本校の取り組みに関心を持っていただい

た地域、企業の方と新たな連携を進めている。特に、本校の所在地である町田市は知財教

育と企業の推進を行っており、高校生向けの知財教育として発明体験教室の共同開発を進

めることができた。これをきっかけに、発明推進協会や日本弁理士会関東会の弁理士の先

生方と関係を持つことができた。この取り組みにより、教師は生徒の課題研究が知財とな

るという気付きを得ることができ、新たな切り口で課題研究を進められることがわかって

きた。 

（２）国際性を高める取組 

第Ⅰ期において開発してきた国際教育プログラムを実施している。第Ⅱ～Ⅲ期に開発し

た科学英語教材の活用や海外研修・留学生との交流(年間 20 個の海外研修プログラムを随

時実施)がある。提携している海外校は(12 ヵ国【アメリカ・カナダ・オーストラリア・ニ

ュージーランド・台湾・シンガポール・インド・イギリス・フランス・ポーランド・スイ

ス・南アフリカ】17 の提携校・ラウンドスクエア校)である。また、科学系クラブ(サイエ

ンスクラブ・ロボット部)は毎年世界大会へ出場し、複数回の入賞実績がある。(WRO、WRS、

ISEF への出場) 

（３）科学部等課外活動の活動状況 

科学系クラブ活動はサイエンスクラブ、サンゴ研究部、ロボット部に分かれておりそれ

ぞれ活動を行っている。 

【サイエンスクラブ】所属人数：10 名、顧問：理科 4名 

例年、日本学生科学賞、科学技術チャレンジ(JSEC)、World Robot Summit(WRS)、全国高

等学校総合文化祭、化学グランドコンテスト、農芸化学会等へ出場し、それぞれのコンテ

ストにおいて入賞を果たしている。特に、第Ⅱ～Ⅲ期の間に「ISEF(International Science 

and Engineering Fair)への出場(2017 年、2022 年)」、「WRS(World Robot Summit)での世

界大会入賞」、を果たすなど科学技術・理数系コンテストで優秀な成績を収めている。 

【ロボット部】所属人数：22 名、顧問：英語科 2 名 

 例年、WRO や FLL、RoboCupJr.、WRS 等へ出場している。世界大会へ出場した実績からオ

バマ大統領の前でロボットの実演を行った実績もある。また、担当顧問はレゴを用いた教

育活動を「リード」すると認定された学校教員に対して、レゴエデュケーションが与える

資格「LEad Teacher Japan」を所有している。ロボット大会の一つである"WRO Japan"発足

時からの実行委員を約 10 年 LEGO ロボットの教員を対象とする勉強会で、英語で行われる
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講習会の通訳、LEGO ロボットカリキュラム日本語版の監修等も担っている。 

【サンゴ研究部】所属人数：33 名、顧問：理科 2 名、社会科 1名 

例年、日本水産学会、日本生態学会、日本生態学、日本生物教育学会、日本学生科学賞

等それぞれのコンテストにおいて入賞を果たしている。また、本学園が連携協定を結んで

いる沖縄県久米島町や鹿児島県南さつま市において実地研修を行い、沖縄県伊江島漁協や

西松建設とサンゴの移植活動に関する連携を実施するなど、さまざまなメディアに取り上

げられて注目を集めている。 

（４）卒業後の状況 

 第Ⅰ～Ⅱ期にかけて理系を志望する生

徒の割合が増加し、第Ⅲ期においてもそ

の割合は維持されている。また、国際性

を伸ばす取り組みとして第Ⅰ～Ⅱ期での

開発を受けて、海外大学への進学率が年

々上昇している。また、理系大学へ進学

した SSH 主対象生徒は大学でも活躍している学生が多く、博士課程への進学を希望する卒

業生も多い。以下、具体的な事例を挙げる。 

【2010 年度卒 Tさん(男)】：東京都立大学生命科学専攻修了→京都大学海洋分子微生物学

研究室 博士課程修了→東京大学 新領域創成科学研究科 先端生命学専攻 特任研究員 

【2010 年度卒 Kさん(女)】：慶応義塾大学環境情報学部卒業→フランス パスツール研究

所博士課程修了→筑波大学医学医療系研究員 

【2012 年度卒 Kさん(男)】：慶応義塾大学理工学部数理科学科卒業→慶応義塾大学理工学

研究科進学→本校数学科教諭 

【2013 年度卒 Uさん(女)】：慶応義塾大学理工学部応用化学科卒業→慶応義塾大学理工学

研究科博士課程進学 特別研究員 

【2014 年度卒 Iさん(男)】：北里大学薬学部進学→成績良好で卒業→薬剤師 

【2015 年度卒 Oさん(男)】：信州大学繊維学部卒業→東京大学大学院農学生命科学研究科

生産・環境生物学専攻進学 

【2016 年度卒 Uさん(女)】：慶応義塾大学環境情報学部進学→飛び級で学部を 3年で卒業

→慶応義塾大学大学院進学→東大大学院学際情報学府進学 

【2016 年度卒 Sさん(男)】：玉川大学工学部進学→ロボカップ世界大会出場→玉川大学工

学研究科 

【2017 年度卒 Mさん(男)】：東京工業大学理学院数学系進学→東京工業大学理学院数学コ

ース進学 

（５）研究歴 

SSH 第Ⅰ期 平成 20 年～平成 24 年 

『「２１世紀の科学へ」－学びから創造へ－日本文化の伝統を融合した国際標準たり得る

理科カリキュラムの研究開発』 

SSH 第Ⅱ期 平成 25 年～平成 29 年 

『国際バカロレア教育を参考にした創造力と批判的思考力を育成する学び』 

SSH 第Ⅲ期 平成 30 年～令和 4年 

『主体性を涵養し、社会的責任を配慮した『社会との共創』を実現できる教育手法の開発』 

（６）その他特記すべき事項 

教員養成に係る取組：毎年 8 月と 3 月に SSH 活動で開発した評価や教育手法について、こ

れまで開発してきた探究活動の手法に関する教員研修会を実施することで、開発内容を具

体的に他校や教育関係者に示すと同時に、他校にもこの評価法の普及を図っている。 


